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1.は じめに

土壌 (土)は、大気や水、地質、生物などと並び、自然界を構成する重要な要素である。土

壌を観察すると、場所によつて色や層の厚さ、構成する粒子の大きさや中に含まれる礫 (れき)

の量といつたさまざまな違いがみられる。また、分析すると炭素や窒素、塩基類の含有量など

にも違いがあり、それらが複雑に組み合わさって多様な土壌が存在する。このような土壌の多

様性は、今ある土壌ができるまでに要した時間、その期間中の気候、元になつた材料 (母材 )、

地形、そして人間を含む生物の活動などの要因 (土壌生成因子)に よつて生み出されると考え

られ、この考え方が土壌を調査し分類する際の基本的な枠組みとなつている。そのため、土壌

学的な土壌分類では、さまざまな土壌生成因子によつて作り出された特徴を判別することによ

り、多様な土壌を、同じようなでき方をして類似した性質を持つグループに区分 (類型化)し

ていく方法を取ることが主流となつている。

明治時代以降、わが国の上壌分類は、国の各種事業と共に発展し、農耕地 (水 田、畑 )、 林野

など事業単位毎の分類と基本土壌図が作成されてきた。その中で、農耕地を対象とする調査で

は作物生産の視点から、林野の調査では林木の生産という視点から土壌を類型化してきたため、

現在でも農耕地向けの上壌分類と、林野向けの土壌分類が並列して使われている。また、都市

部の土壌については、一部で調査事例はあるが、分類法はほとんど発達していない。

このため、現在も日本においては地目が変わると同じ土壌でも名称が変わるという問題があ

つた (図 1)。 このことは、土壌図など既存の情報を流域レベルの物質移動や土壌炭素蓄積など

の環境問題に利用する際に大きな問題 となつている。

日本ペ ドロジー学会は、土壌分類・命名委員会を設置し、日本の統一的土壌分類体系の確立

に取り組んできた。その結果、2003年に 「日本の統一的土壌分類体系 ―第二次案 (2002)」

(以降 ペ ドニ次案)が第四次土壌分類・命名委員会から発行された。しかし、この案も発表

されたばかりであるので、「多くの専門家の意見を聞いて改善点があれば改善する必要がある。

また、大縮尺土壌図に活用するためには下位カテゴリーを設定する必要がある」 (日 本学術会

議 2004)と されている。

このような背景のもと、農環研は、 (1)国 土全域をカバーするとともに、 (2)ほ場レベ

ルの農業生産や環境影響評価に利用可能な下位カテゴリー区分を設定することを主眼として、
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「包括的土壌分類」の作成に取り組んだ。

(b)農耕地 {c)林地

アロフエン質黒ボク土

海外 WRB Andosols
USDA Hapludands

ね)火山灰が堆積した土壌
図1 農耕地や林地に分布する火山灰が堆積した土壌
写真(a)のような土壌は、農耕地の場合(b)は黒ボク土、林地(c)の場合は褐色森林土と呼ばれる。
(土壌断面写真 :今矢明宏氏提供 )

2 包括的土壌分類 第 1次試案の作成
包括 1次試案の検討は以下のような基本方針の下に行つた。

1)農耕地土壌分類、第 3次改訂版(1995)(以 降 農耕 3次案)と ペ ドニ次案を融合すること
により、全地目に対応することが可能で、環境問題に有効なデータを供給できる分類を作

成する。

2)蓄積されたデータおよび知見を継承できるように、農耕地土壌分類 (第 3次改訂版)と の

対応関係を出来るだけ保つ。

3)実際の分類を容易にするため、分類に必要な調査・分析項目を最小限にとどめる。
4)入手可能なデータ基づいて検証を行い、必要性が乏しい新たな分類単位・分類基準を導入

しない。

また、地域性をもつた多種多様な土壌の分類を作成するには、農環研内の分類 RP関係者以

外の専門家からも広く意見を聞く必要があつた。そのため、大学、農業・食品産業技術総合

研究機構、森林総合研究所の土壌分類に見識を持つ有識者からなる、ワーキンググループ

(2009年度)お よび委員会 (2010年度)を組織し、助言を頂いた。

3 包括的土壌分類 第 1次試案の内容
包括的土壌分類 第 1次試案では、山地から都市域までの土壌を分類できるようになつてい
る。包括 1次試案では、農耕 3次案にはない土壌大群、ペ ドニ次案にはない土壌統群の両方を

取り入れ、4段階のカテゴリーを設定した(表 1)。 そのため、10種類の土壌大群を使つた概説的

な記述から、土壌統群を使つた詳細なとりまとめにも対応できるようになつた。最小区分単位

の土壌統群は、粘土含量の違いや礫層の有無などの土壌の性質を反映する基準によつて実用的

褐色森林土
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な 381個 に細分 している。 これは、農耕 3次案の最小区分単位である土壌統 (計 303統)よ り

も多く、各種縮尺の土壌図および土壌情報の作成に対応することができる。

表 1 包括的土壌分類 第 1次試案の土壌大群と下位カテゴリーの区分数

包括的土壌分類 第1次試案

土壌大群

A

B.

C.

D.

E.

F.

G.

H

I.

」.

造成土大群】
有機質土大群】
ポドゾル大群 】
黒ボク土大群】
暗赤色土大群】
低地土大群】
赤黄色土大群】
停滞水成土大群】
褐色森林土大群】
未熟土大群】

‐５

‐５

‐０２

‐８

７８

６０

３６

３６

２‐

５

４

５

２６

６

２４

‐５

９

９

‐３

合計

農耕地土壌分類,第3次改訂版

日本の統一的土壌分類,第二次案  10

A.【造成土大群】
B.【 有機質土大群】

C.【ポドゾル大群 】
D.【黒ボク土大群】
E.【暗赤色土大群】
F.【低地上大群】
G.【 赤黄色土大群】
H.【 停滞水成上大群】
I.【褐色森林土大群】

」.【未熟土大群】

図 2 10土壌大群とそれらが分布する主要な地形の模式図

包括的土壌分類、第 1次試案は、山地から海岸へ至る全国土をカバーする。写真 A～ 」は表 1の土壌大群に

対応している。

農耕 3次案と比較すると、ポ ドゾルなどの山地土壌の分類が強化され、人工物質土 (家庭ゴ

ミ、瓦礫などを多く含む層を持つ土壌)の新設等により都市土壌へ対応出来るようになつた。

また国際的な分類との関係では、「粘土集積層」を持つかどうかという基準が赤黄色土に導入さ

れ、国際的な分類(WRBな ど)と の対応が良くなつた。

4.終わりに
農環研では、全国の農耕地の作物養分の変動 。蓄積、炭素貯留機能、水質浄化機能、外来植

物の侵入しやすい立地環境などを解析・評価する研究をしてきた。これらの研究の結果を「包

日本の上壌
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括的土壌分類 第 1次試案」を用いて類型化・指標化することにより、土地利用に影響されず

適切に現地に適用することができると考えられる。また、この土壌分類を、多様な研究・行政

ニーズなどに対応する全国土の土壌情報の基盤 とするため、土壌データベース、代表的特性値

データ集、土壌図などを構築・作成していく予定である。

包括的土壊分類による土壊図

几例

目目隧 典型普通グライ黒ボク土

目田臓 典型泥炭質グライ黒ボク土

目目鵬 多腐植質泥炭質グライ黒ボク上

国1臓 腐植質厚層グライ黒ボク土

繭爾爾 典型厚層多湿黒ボク土

轟爾繭 典型普通多湿黒ボク土

爾麟艤 多腐植質厚層多湿黒ボク土

目目腱 淡色下層台地アロフエン質黒ボク土

|1躍 典型淡色アロフエン質黒ボク土

||1 多腐植質厚層アロフエン質黒ボク土

||1 腐植質厚層アロフエン質黒ボク土

日|1 腐植質普通アロフエン質黒ボク土

目目躍 普通酸性暗赤色土

漑鰈漑 細粒質斑鉄型グライ低地土

爾爾畿 細粒質泥炭質グライ低地土

懸蓮磯 細粒質腐植質グライ低地上

獲

=磯
 細粒質表層灰色グライ低地土

日日1 細粒質還元型グライ低地上

餃晰骰 中粒質普通灰色低地土

||1 礫質普通灰色低地上

餃鰺漑 細粒質普通灰色低地上

EI] 細粒質普通褐色低地上

国圏圏 中粗粒買台地褐色森林土

圏圃圏 中粗粒質普通褐色森林土

圏圏饉 細粒質ばん土質褐色森林土

|1臓 細粒質普通褐色森林土

図 3 包括的土壌分類 第 1次試案を用いて土壌図 (縮尺 1/5万 )を作成した例

(白色部分は市街地、建造物、および未調査地 )
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